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実際の事業は民間の通所介護施設が対象者を受け入れて実
施している。
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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

在宅介護支援事業在宅介護支援事業在宅介護支援事業在宅介護支援事業

開始年度 2008 終了年度 2016

目的 在宅で要支援・要介護認定者を介護している方の身体的負担の軽減を支援する。
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事業名

部署名 長寿福祉課

在宅で要支援・要介護認定者の介護が一時的に困難になった際、指定通所介護事業所での宿泊サービス（介護保険の対象外）
を利用する場合、指定通所介護事業所が要支援・要介護認定者から徴収する宿泊サービス提供に係る利用料に対し、1事業所
当たり80万円を限度として補助する。

事業コード

2560

概要
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活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

補助（県）事業

補助費等
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基本施策
体系

重点施策
体系

広報さばえ、サービス事業者連絡会等で周知 目標値 1111 1111 1111 1111 1111回

実績値 1111 1111

申請に対する支給率 ％ 目標値 100100100100 100100100100 100100100100 100100100100 100100100100

計算
根拠

利用者数／申請者数×100

実績値 100100100100 100100100100

達成率
（％）

100100100100 100100100100

実数値 1111 2222

ランク ＡＡＡＡ AAAA

健康で長生き、笑顔で暮ら
すまちづくり

高齢者福祉・介護サービス
を充実する

高齢者

基本目標 属性 基本施策

日常生活支援の充実

実施施策

4024
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

在宅の要支援・要介護認定者が増加していく中でニーズが増加する。根
拠

事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

在宅の要支援・要介護認定者および介護者を支援する観点から、市が行うことが
望ましい。
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【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名 あんしんステイ

所管課 長寿福祉課

住民税非課税世帯に限定しているから。根
拠

ある

不可能

事業を維持するためにはこれ以上の削減はできない。根
拠

すでに国、県等の補助制度を活用して財源確保に努めており、これ以上は望めな
い。

根
拠

この制度が利用しやすいとの認識が広まっていくと、利用者が増えるものと思わ
れる。

根
拠

県や事業実施事務所とともに事業ＰＲに努める

維持維持維持維持

平
成

2
4
年

度
取
組

み

【平成25年度　方向性】

県や事業実施事務所とともに事業ＰＲに努める平
成
2
5
年

度
計

画

【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

団体補助等の特定の相手先への
補助金や交付金事業のため
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